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事務用機器の生産・輸出入統計
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賰

通商産業省歴代担当局長・課長

日本事務機械工業会歴代役員

重 工 業 局 長

機  械  情  報  産  業  局  長  

商 務 情 報 政 策 局 長

産  業  機  械  課  長

情 報 通 信 機 器 課 長

神  鋼  電  機  ㈱

タ  イ  ガ  ー  計  算  器  ㈱

東 芝 タ イ プ ラ イ タ ㈱

ア マ ノ ㈱（ 天 野 特 殊 機 械 ）

㈱ リ コ ー（ 理 研 光 学 工 業 ）

コ ピ ア ㈱（ 丸 星 機 化 工 業 ）

菅 沼 タ イ プ ラ イ タ ㈱

ホ リ イ ㈱（ 堀 井 謄 写 堂 ）

東芝テック㈱（東京電気・テック）

日  本  機  器  ㈱

㈱ 東 芝（ 東 京 芝 浦 電 気 ）

日  本  計  算  機  ㈱

富士マイクログラフィックス㈱ 
（ 東 京 マ イ ク ロ 写 真 ）
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平成17
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平成18
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平成19
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平成20
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（2009）

3月

橋本倫明

5月

櫻井正光

5月

櫻井正光

4月

堀井耕次

4月

近藤史朗

　

森健一

7月

前田義廣

7月

鈴木護
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3月

水島宜典

7月

藤井美英

4月

内池亨

4月

山崎銀蔵

3月

大角正明   

11月

　

水島宜典↑

　

太田信一郎

　

星谷俊二

　

7月

林洋和

8月

豊田正和

7月

石黒憲彦

1月組織変更

　太田信一郎

7月

岡田秀一

7月

近藤賢二

7月

肥塚雅博

　

藤田昌宏

7月

稲垣謙三

6月

福田秀敬
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日 本 文 化 精 工 ㈱

㈱ 渡 辺 製 作 所

㈱ デ ュ プ ロ
（ デ ュ プ ロ 製 造 ）

シ ャ ー プ ㈱
（ 早 川 電 機 工 業 ）

ア ス タ ー 精 機 ㈱

ハ マ ダ 印 刷 機 械 ㈱
（ 浜 田 印 刷 機 製 造 所 ）

㈱イノコシ（猪越金銭登録機）

ブ ラ ザ ー 工 業 ㈱

カ シ オ 計 算 機 ㈱

キ ヤ ノ ン ㈱

ミノルタ㈱（ミノルタカメラ）
（ 現 コ ニ カ ミ ノ ル タ ）

東 京 航 空 計 器 ㈱

㈱テクノ・セブン（ニッポー）

シ ル バ ー 精 工 ㈱

富士フイルム㈱（富士写真フイルム）

キ ン グ 工 業 ㈱

㈱ 精 工 舎

シ チ ズ ン 時 計 ㈱

京 セ ラ ㈱

京 セ ラ ミ タ ㈱ （ 三 田 工 業 ）

栄 光 ビ ジ ネ ス マ シ ン ㈱

オ ム ロ ン ㈱ （ 立 花 電 機 ）

パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱
（ 松 下 通 信 工 業 ）
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鳥 取 三 洋 電 機 ㈱

㈱富士通ゼネラル（ゼネラル）

㈱ 明 光 商 会

富 士 ゼ ロ ッ ク ス ㈱

コ ニ カ ㈱ （ 小 西 六 写 真 工 業 ）
（ 現 コ ニ カ ミ ノ ル タ ）

東 和 サ ン 機 電 ㈱

パナソニック㈱（松下電器産業）
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沖 電 気 工 業 ㈱

セ イ コ ー エ プ ソ ン ㈱

理 想 科 学 工 業 ㈱

松 下 電 送 ㈱

ソ ニ ー ㈱

岩 崎 通 信 機 ㈱

㈳ 日 本 電 子 機 械 工 業 会

㈶ 日 本 品 質 機 構

専 務 理 事 （ 事 務 局 ）

常 務 理 事 （ 事 務 局 ）
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㈶ 日 本 品 質 機 構

専 務 理 事 （ 事 務 局 ）

常 務 理 事 （ 事 務 局 ）
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鳥 取 三 洋 電 機 ㈱

㈱富士通ゼネラル（ゼネラル）

㈱ 明 光 商 会

富 士 ゼ ロ ッ ク ス ㈱

コ ニ カ ㈱ （ 小 西 六 写 真 工 業 ）
（ 現 コ ニ カ ミ ノ ル タ ） ）

東 和 サ ン 機 電 ㈱

パナソニック㈱（松下電器産業）

三 菱 電 機 ㈱

日 本 電 気 ㈱

㈱ 日 立 製 作 所

富 士 通 ㈱

三 洋 電 機 ㈱

日 本 ア イ ・ ビ ー ・ エ ム ㈱

沖 電 気 工 業 ㈱

セ イ コ ー エ プ ソ ン ㈱
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㈶ 日 本 品 質 機 構

専 務 理 事 （ 事 務 局 ）

常 務 理 事 （ 事 務 局 ）
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鳥 取 三 洋 電 機 ㈱

㈱富士通ゼネラル（ゼネラル）
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岩 崎 通 信 機 ㈱

㈳ 日 本 電 子 機 械 工 業 会

㈶ 日 本 品 質 機 構

専 務 理 事 （ 事 務 局 ）

常 務 理 事 （ 事 務 局 ）
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鳥 取 三 洋 電 機 ㈱

㈱富士通ゼネラル（ゼネラル）

㈱ 明 光 商 会

富 士 ゼ ロ ッ ク ス ㈱

コ ニ カ ㈱ （ 小 西 六 写 真 工 業 ）
（ 現 コ ニ カ ミ ノ ル タ ）

東 和 サ ン 機 電 ㈱

パナソニック㈱（松下電器産業）

三 菱 電 機 ㈱

日 本 電 気 ㈱

㈱ 日 立 製 作 所

富 士 通 ㈱

三 洋 電 機 ㈱

日 本 ア イ ・ ビ ー ・ エ ム ㈱

沖 電 気 工 業 ㈱

セ イ コ ー エ プ ソ ン ㈱

理 想 科 学 工 業 ㈱

松 下 電 送 ㈱

ソ ニ ー ㈱

岩 崎 通 信 機 ㈱

㈳ 日 本 電 子 機 械 工 業 会

㈶ 日 本 品 質 機 構

専 務 理 事 （ 事 務 局 ）

常 務 理 事 （ 事 務 局 ）

平成12
（2000）

平成13
（2001）

平成14
（2002）

平成15
（2003）

平成16
（2004）

平成17
（2005）

平成18
（2006）

平成19
（2007）

平成20
（2008）

平成21
（2009）

5月

坂本正元

7月

有馬利男

7月

山本忠人

　　

高木禮二

5月

　

　　

植松富司

4月

岩居文雄

11月

　

7月

山本亘苗

7月

山崎隆男

11月

水谷幹男

　

榎本宏明

4月

富田克一

1月

片山徹

7月

鈴木俊一

7月

大武章人

　

↑高山由
4月

百瀬次生

11月

江幡誠

5月

山田健勇

4月

立花和弘

　

藤森好則

7月

草間三郎

5月

野見山誠一

4月

　羽山明

5月

　

5月

　

7月

花岡清二

11月

碓井稔

4月

高橋利紀

7月

八木隆

　

鳴戸道郎

　

野見山誠一

4月

壽英司

7月

岩佐芳郎

11月

久保盛弘

5月

吉年慶一

　

高野彰充

7月

岩井篤

7月

中西英夫

　

↑小原道郎
　

林清輝

5月

　

　　

岩崎隆治

1月

　

5月

横溝利夫

5月

松野勉

　

↑宮原明
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初代　中井 義雄 第２代　増本 大吉 第３代　冨満 通哉

第４代　吉岡 美勝 第５代　佐藤 隆彌 第６代　三善 信一

第７代　駒井 喜雄 第８代　佐々木 正 第９代　小林 陽太郎 第10代　賀来 龍三郎 第11代　樫尾 忠雄

第12代　河嶋 勝二 第13代　濵田 廣 第14代　久保 光生 第15代　浅田 篤 第16代　宮原 明

第17代　御手洗 冨士夫 第18代　樫尾 幸雄 第19代　櫻井 正光 第20代　前田 義廣 第21代　町田 勝彦

日本事務機械工業会
ビジネス機械・情報システム産業協会

初代および２代途中までは理事長

歴 代

会 長
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広報委員会
国際委員会

調査統計委員会

企画委員会
環境問題総合調整WG
国際標準化対応検討会
エコオフィス検討WG
中国強制認証制度タスクフォース

技術委員会

標準化センター

環境委員会

知的財産委員会

BMLinkSプロジェクト委員会

警告表示検討WG
電気用品安全法検討WG
消安法対応検討会

TC77関連WG
CISPR関連WG

UI用語WG
ビジュアルランゲージWG
指標化G・国際標準化G
画像保存性WG

製品環境指標WG
騒音規格検討WG

エミッション評価法検討WG

特許制度WG
標準化特許WG
侵害事件判決例研究WG

HPWG（ホームページ）
共通ソフトウェアーサポートWG

ドキュメントハンドリングWG
セキュリティーアセスメントWG
サービスディスカバリィWG
インフォメーションマーキングWG
ジョブデバイスコントロールWG

通商問題小委員会
中国アジア小委員会
ロシア東欧小委員会

統計予測WG
調査企画WG

安全小委員会

電磁環境小委員会

技術調査小委員会
ヒューマンセンタードデザイン小委員会
包装技術小委員会
通信技術WG
基準認証対応タスクフォース

幹事会
UIデザインプロジェクト

アクセシビリティプロジェクト
カラーマネージメントプロジェクト
広報小委員会
JBMS推進小委員会

幹事会
環境経営情報小委員会
製品環境配慮小委員会

リサイクル小委員会
製品環境安全小委員会
地球温暖化対応小委員会

工業所有権小委員会

法務・著作権小委員会
模倣品対策小委員会

BMLinkS運営委員会
BMLinkS幹事会

BMLinkS企画小委員会
BMLinkS認証専門委員会
BMLinkS技術専門委員会

BMLinkS知財・法務専門委員会

政
策
委
員
会

事　

務　

局

常
設
委
員
会

事　

務　

局

常
設
部
会

事　

務　

局

事　

務　

局

理　

事　

会

総　
　
　

会

静脈物流委員会

サービス･サポート委員会

電子ペーパーコンソーシアム

JBMIA経営研究会

産業保健研究会

複写機・複合機部会

ページプリンタ部会

デジタル印刷機部会

データプロジェクター部会

シュレッダ部会

ドキュメントマネージメントシステム部会

タイムレコーダ部会

コミュニケーションボード部会

流通情報システム機器部会

カード及びカードシステム部会

モバイルシステム部会

3R推進実態調査合同検討会

共同事業WG

問題作成WG

RG1
RG2
RG3
RG4
SG1
SG2

産業保健調査WG
産業保健評価WG
産業保健UFP-WG

P2600検討WG

環境WG

幹事会

幹事会
サービス・サポートメニュー小委員会
CEスキル小委員会
サービス・サポート市場小委員会

運営委員会

技術分科会
3R推進分科会
CPT分科会
市場分科会
表示分科会
サービス分科会

市場分科会
標準化分科会
（JIS B 9527原案作成分科会）
PPT分科会
3R実態調査会分科会

技術分科会

PJLink分科会
プロジェクター用語分科会
規格検討分科会
（JISX　6911原案作成分科会）

技術分科会

市場分科会
技術分科会

生産統計分科会
標準化分科会
セキュリティ分科会
海外調査分科会

企画分科会
電子辞書分科会

事業運営組織



145

資料編

広報委員会
国際委員会

調査統計委員会

企画委員会
環境問題総合調整WG
国際標準化対応検討会
エコオフィス検討WG
中国強制認証制度タスクフォース

技術委員会

標準化センター

環境委員会

知的財産委員会

BMLinkSプロジェクト委員会

警告表示検討WG
電気用品安全法検討WG
消安法対応検討会

TC77関連WG
CISPR関連WG

UI用語WG
ビジュアルランゲージWG
指標化G・国際標準化G
画像保存性WG

製品環境指標WG
騒音規格検討WG

エミッション評価法検討WG

特許制度WG
標準化特許WG
侵害事件判決例研究WG

HPWG（ホームページ）
共通ソフトウェアーサポートWG

ドキュメントハンドリングWG
セキュリティーアセスメントWG
サービスディスカバリィWG
インフォメーションマーキングWG
ジョブデバイスコントロールWG

通商問題小委員会
中国アジア小委員会
ロシア東欧小委員会

統計予測WG
調査企画WG

安全小委員会

電磁環境小委員会

技術調査小委員会
ヒューマンセンタードデザイン小委員会
包装技術小委員会
通信技術WG
基準認証対応タスクフォース

幹事会
UIデザインプロジェクト

アクセシビリティプロジェクト
カラーマネージメントプロジェクト
広報小委員会
JBMS推進小委員会

幹事会
環境経営情報小委員会
製品環境配慮小委員会

リサイクル小委員会
製品環境安全小委員会
地球温暖化対応小委員会

工業所有権小委員会

法務・著作権小委員会
模倣品対策小委員会

BMLinkS運営委員会
BMLinkS幹事会

BMLinkS企画小委員会
BMLinkS認証専門委員会
BMLinkS技術専門委員会

BMLinkS知財・法務専門委員会

政
策
委
員
会

事　

務　

局

常
設
委
員
会

事　

務　

局

常
設
部
会

事　

務　

局

事　

務　

局

理　

事　

会

総　
　
　

会

静脈物流委員会

サービス･サポート委員会

電子ペーパーコンソーシアム

JBMIA経営研究会

産業保健研究会

複写機・複合機部会

ページプリンタ部会

デジタル印刷機部会

データプロジェクター部会

シュレッダ部会

ドキュメントマネージメントシステム部会

タイムレコーダ部会

コミュニケーションボード部会

流通情報システム機器部会

カード及びカードシステム部会

モバイルシステム部会

3R推進実態調査合同検討会

共同事業WG

問題作成WG

RG1
RG2
RG3
RG4
SG1
SG2

産業保健調査WG
産業保健評価WG
産業保健UFP-WG

P2600検討WG

環境WG

幹事会

幹事会
サービス・サポートメニュー小委員会
CEスキル小委員会
サービス・サポート市場小委員会

運営委員会

技術分科会
3R推進分科会
CPT分科会
市場分科会
表示分科会
サービス分科会

市場分科会
標準化分科会
（JIS B 9527原案作成分科会）
PPT分科会
3R実態調査会分科会

技術分科会

PJLink分科会
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ISO事務機械国内委員会

第108委員会

SWG・A（カード耐久性検討）
WG1（IDカードの物理特性及び試験方法）
WG3（機械可読渡航文書）
WG4（端子付ICカード）
WG5（カード発行者番号等）
WG8（非接触ICカード）
WG10（自動車運転免許証等）

WG3（複写機）
WG4（画質測定）
WG6（カラーマネジメント）
WG7（消耗品）
JAWG（戦略検討）
29142WG（カートリッジ）

WG1（キーボード及び入力インタフェース）
WG2（グラフィカルユーザインタフェ-ス及びインタラクション）
WG4（モバイルデバイスのユーザインタフェース）
WG6（ユーザインタフェース アクセシビリティ）

MT1分科会（AV機器の安全性）
MT2分科会（IT機器の安全性）
HBS分科会（新AV・IT機器の安全性）
WG環境分科会（環境関連）

JTC1／SC17
（カード及び個人識別）

JTC1/SC28
（事務機械）

JTC1／SC35
（ユーザインタフェース）
（情報規格調査会所管）

IEC/TC108国内委員会
（オーディオ・ビデオ及び情報技術
　機器の安全性）
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年 会長 月 産 業 協 会 関 係 月 政治・経済・社会
2000年

　
1月 協会の統計体系整備及び統計制度の改善を図るた

め、事務機械統計規約・実施要領を作成
1月 政府「Y2K]事実上の安全宣言

2月 静脈物流共同事業で、北海道地区、中・四国地区
に回収交換センターを設置

4月 民事再生法、介護保険制度が施行　容器リサイク
ル法

4月 BMLinkSの具体的仕様を策定 5月 グリーン購入法
キヤノン株式会社
御手洗　冨士夫

5月 事務機械工業会創立40周年に当たり、2000年5月
29日（月）に東京全日空ホテルにおいて、関係官庁、
関係団体、工業会関係者を招いて記念式典、記念
シンポジウムを開催したほか、記念誌発刊を行う
など記念事業を実施

7月 金融庁発足、二千円札発行、

6月 工業会の存立基盤を確立するため、活動分野の拡
大と、会員拡大に向け、事務情報システム産業創
生検討委員会を設置して、新規事業の創造、組織・
体制の在り方等について検討を行う

8月 日銀ゼロ金利政策解除

7月 岩井篤専務理事就任 9月 シドニーオリンピック開幕、女子マラソンで高橋
尚子が金メダル獲得

10月 BTA（Business Technology Association現
NOMDA(Nippon Office Machine Dealers　
Association)）との定期交流会を実施し、日米の
事務機市場の動向等について情報交換を行う

12月 BSデジタル放送開始　政府 2005年までに特殊法
人見直し　自治体数を1000に削減方針

11月 工業会ミッションを欧州に派遣し、EC委員会、ド
イツ環境庁、BITKOM、ORGALIME等を訪問し、
環境問題（EEE、WEEE、ブルーエンジェルマー
ク）、欧州経済状況、事務機市場動向等について
情報収集及び意見交換を行う

11月 モバイルオフィス推進協議会（MOPA）の事業を
継承するとともに、モバイル分野を次世代オフィ
スシナリオの重要な柱の1つとして位置づけつつ、
既存パーソナル情報機器部会と融合して、「モバ
イルシステム部会」を創設する準備を進める

2001年 4月 「次世代オフィスシナリオ委員会」を新たに設置 1月 ブッシュ大統領就任、中央省庁再編 1府12省庁体
制発足

4月 「モバイルシステム部会」を新たに設置 3月 新IT戦略本部が「e-Japan重点計画」を決定
4月 プラスチックリサイクルシステムの構築に向け、

現状のプラスチックリサイクルの動向調査及び会
員会社の使用プラスチックの実態調査を行い分析

4月 小泉内閣発足

4月 協会の名称変更に伴う定款変更について経済産業
省に認可申請を行い4月1日付けで認可を得る

5月 欧州会議 家電リサイクル法を可決

5月 5月に標準化委員会を標準化センターに改組し、9
月には標準化戦略を策定

6月 特殊法人等改革基本法が成立

IEC74委員会が92委員会と合体して新規に第108
委員会を設置

9月 米国同時多発テロ発生

5月 HS分類に関し、関係官庁と協議しつつ、ロビーイ
ング資料を作成し、会員会社等を通じて、関係各
国へロビーイングを行う

11月 中国のWTO加盟発効

9月 静脈物流共同事業については、全国7箇所の交換
センターの配置が完了

12月 日銀 金融の量的緩和拡大を決定　エンロン破産

9月 事務機械統計業務システム化による「新統計シス
テム」を構築し、9月から本格稼働し、統計の作成、
公表の迅速化を図る

12月 資源有効利用促進法の政省令の実施のためのガイ
ドラインを作成

2002年 1月 定款・名称の変更に伴い、当産業協会のロゴマー
クの制定、新たなパンフレットの作成、ホームペ
ージの刷新を行い、協会の内外に発信し、PRに努
めた。更に、新名称「JBMIA」を商標登録すべく
出願

1月 ユーロ圏 12ヵ国で欧州単一通貨「ユーロ」が流
通開始　　シンガポールと初の経済連携協定を締
結

2月 「“UC”ユビキタスコラボレーションシンポジウ
ム」を開催したところ、多くの貴重な意見が寄せ
られる

5月 経団連と日経連が統合、日本経団連発足　日韓共
催サッカーワールドカップ開幕、日本はベスト
16

4月 総務部と委員会関連部を統合し総務企画部に変更
し、また、環境問題に迅速に対応するため環境問
題総合調整グループを新たに設置

8月 住民基本台帳ネットワーク稼働

カシオ計算機株式会社
樫尾　幸雄

5月 事務情報システム産業創生検討委員会報告提出さ
れる

10月 情報公開法が施行　北朝鮮拉致被害者5名帰国

5月 CSの向上等に向けて、サービス・サポート活動に
おける共通問題への対応を進め、懇談会を設立し
た

12月 知的財産基本法成立

9月 新情報システム「Jr-Links」（使用済み複写機の回
収情報）の第2次開発を行い、9月に完了

ビジネス機械・情報システム産業協会年表
� 2000年（平成12年）～2009年（平成21年）
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年 会長 月 産 業 協 会 関 係 月 政治・経済・社会
10月 国際標準化活動における主導的役割を担うべく、

SC28（事務用機器）の幹事国を引き受けること
になった。これを受けて、各社の協力体制を整え
幹事国業務を開始

10月 訪中ミッションを北京・上海・天津等に派遣し、
政府機関・民間団体等と意見交換を行い今後の交
流基盤を築く

11月 HS問題について、ICC、AeAと意見交換を行い、
今後の協力関係が構築。また、11月のWCO ／
HS委員会票決に対し、米国団体と連携しながら留
保権行使を実現

11月 「電子ペーパー懇談会準備会」を設立
2003年 2月 グリーン購入法に関し、複写機についての基準見

直しを行ったほか、シュレッダについて基準案作
成に取り組み新たに対象品目に指定される

3月 中国 胡錦涛を国家主席、温家宝首相を選出　米
英軍 イラク攻撃開始　フセイン体制崩壊

4月 「JBMIAリコールガイドライン」を発行しその着
実な運用に向けて周知徹底を図る

4月 知的財産戦略本部発足　東証の日経平均株価は
7607円88銭とバブル後最安値を記録　日本郵政
公社発足　中国などでSARS流行

9月 沖縄の共同再資源化事業が開始 5月 個人情報の保護に関する5法が成立
9月 「ブルーエンジェルマーク解説書」を作成 6月 「改革なくして成長なし」等の基本理念を盛り込

んだ「骨太の方針2003」を閣議決定
10月 SAC28（事務用機器）の幹事国として韓国での国

際総会を10月に日韓共催で開催
9月 民主党と自由党が合併、新民主党が発足

11月 第32回HSC（11月・於ブラッセル）でのデジタル
複合機の関税分類に関する採決に関し、政府と連
携して国内及び現地での事前のロビーイング活動
を実施した結果同点採決となり、今後の交渉での
有利な立場を確保

11月 11月に会長を団長とする訪欧ミッションが、ドイ
ツ、ベルギーを訪欧し欧州を代表するリサイクル
工場を見学するとともに、環境問題HS問題につい
てドイツ経済省、BITKOM、EICTA等関係団体と
意見交換を行う

2004年 1月 HS-TF、原産地規則WG等を統合して通商問題小
委員会を発足

3月 中国全人代会議 私有財産保護を明記する憲法改
正案採択

4月 新会費制度制定 4月 国立大学の法人化　消費税の内税（総額）表示の
義務化　第28回夏季アテネオリンピック開催

4月 東北地域で共同静脈物流システムの運用を開始し
た。また、Jr-Linksによる業務合理化の進展等に
より、リース会社・販売会社の追加的参加を得る

5月 欧州連合（EC)に10ヵ国参加（計25ヵ国）

株式会社リコー
桜井　正光

5月 SC28（事務用機器）の国際議長としてドイツで
総会を開催（5月）したほか、新たにヴェトナム
の参加も得てアジアの実務者研修を韓国で実施し

（11月）、アジア太平洋諸国との協力関係構築に努
める

5月 年金制度改革関連法案成立

7月 UC＝ユビキタスコラボレーションのコンセプト
について、オープンシンポジウムの開催（7月）、
単行本の発刊（12月）、オフィス学会へのプレゼ
ン（2005年3月）等により社会発信を行う

10月 新潟県中越地震発生 震度7

7月 会報「事務機械」について、名称を「JBMIAレポ
ート」に変更

7月 事務所移転PTを設置して検討を進め、NP御成門
ビルへの移転した

7月 ドキュメントマネージメントセミナー2004を開催
2005年 7月 電子ペーパーについて、活動成果を発表するシン

ポジウムを開催
1月 中国・台湾 旧正月に直行便運行で合意　　中国

機初の台湾乗り入れが実現
7月 サービス・サポート懇談会について、委員会に改

組して活動の充実を図る
2月 中部国際空港（セントレア）開港　京都議定書発

効
事務機器に関するアクセシビリティ規格である
JISX8341-5が完成

3月 愛知県で半年間にわたる「愛・地球博」開幕

4月 個人情報保護法全面施行
5月 日本プロ野球史上初のセ・パ交流戦が開幕
7月 新会社法公布
9月 衆議院選挙で自民党が絶対安定多数を上回る296

議席を獲得
2006年 1月 複写機・複合機部会、ページプリンタ部会が合同

でMFP統計の実施要領、統計フォーマットの作成
を行い、新たな分類によるMFP統計をスタート

3月 第1回WBCで王監督の日本チームが優勝

1月 第1回ASEANミッションを派遣しヴェトナム、マ
レーシア、タイ等を訪問して関係省庁・団体との
パイプ作りを行う

4月 新会社法施行

トナーカートリッジのグリーン購入法の品目追加
について業界意見を反映

6月 政府 2015年までの施策をまとめた「経済成長戦
略大綱」を決定

消費生活用製品安全法の改正に伴い、「電気用品
安全法対応Q&A」を策定

7月 日銀がゼロ金利政策を解除
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資料編

年 会長 月 産 業 協 会 関 係 月 政治・経済・社会
東芝テック株式会社

前田　義廣
5月 5月に米国レキシントンにおいてSC28（事務用機

器）国際総会を開催し、議長国としてプロジェク
トの推進に貢献。オーストラリアのシドニーにお
いてSC28セミナーを開催し、オーストラリアの
Pメンバー入りの実現を図る。また、SC35（UI）
関連では障害者対応規格案を提案

9月 安倍晋三 首相に就任

6月 BMLinkSについて、スキャン／ストレージサービ
ス対応ソフトの開発を終了し、接続試験、プレス
発表を行う

11月 内閣府の月例経済報告会で景気拡大期が58ヵ月
に達し「いざなぎ景気」を越えたと発表

8月 静脈物流共同事業のサポートシステムを開発し、
「商品回収支援コンピュータシステム」としてビ
ジネスモデル特許（特許第3766022号。2006年2
月3日登録）を取得

12月 米国産牛肉にBSE危険部位混入判明。全面禁輸
に。　電気用品安全法（PSE法）が施行

9月 シュレッダ事故対応として、消費者への注意喚起
を周知するためのポスター、チラシを作成

9月 企画委員会の中に収支改善WGを設置して、具体
策の検討を行い、短期対策及び中長期的対策を取
りまとめる

10月 ドイツのBITKOMと今後の協力関係の強化に向け
て覚書を取り交わす

2007年 4月 消費生活用製品安全法改正による新たな製品事故
報告制度を受けて、製品安全に関する自主行動計
画（第1版）及びリコールガイドライン（改訂第3版）
を発行

1月 ブルガリア・ルーマニアがEU加盟、27ヵ国に
拡大スロベニアがユーロ導入　中国政府 06年の
GDP実質伸び率が10.7％、4年連続2桁清張とな
ったと発表　ベトナムがWTO150番目の加盟国
になった

6月 事務機械のアクセシビリティに関する設計指針が
JBMIA-TR、JBMS及びJIS化（JISX8341-5）のス
テップを経て2008年に国際規格ISO/IEC10779と
して制定された

4月 約5000万件の年金記録漏れが発覚

7月 中西専務理事就任 6月 EU化学物質規制法（REACH)発効
8月 サービス・サポート市場については、サービス・

サポート技術担当者（CE）のスキルアップを図る
ため、「業界共通オンサイトCE学習制度」を構築
し、eラーニングによるトライアルを実施

7月 新潟中越沖地震発生M6.8

10月 使用済みデジタル印刷機の静脈物流制度の導入に
向けてトライアルを実施し、10月からは全国稼働
を開始

9月 安倍首相辞任、福田新内閣が発足

12月 シュレッダの安全確保対策として、（社）全日本
文具協会と連携し安全に関するガイドラインの改
定版を策定して公表し、周知徹底を図る

10月 日本郵政グループ発足

2008年 シャープ株式会社
町田　勝彦

5月 5月に日本政府がWTO提訴を行う 1月 中国「労働契約法」「企業所得税法」施行　大阪
府知事選挙で弁護士でタレントの橋下徹氏が当選

6月 軽機械センター機能強化のため、デュッセルドル
フ事務所は6月をもって閉鎖し、同機能を新たに
JETROブラッセル事務所及びJETRO北京事務所
に再編

4月 京都議定書大1期約束期間が開始　白川方明 日
銀総裁就任　ASEAN 日本包括的経済連携協定

（AJCEP)に署名

9月 情報セキュリティーにおける中国強制認証制度導
入に対応するため、タスクフォースを立ち上げて、
JEITA、CIAJ、ECSEC、JISA及び経産省との連
携のもと対応策の検討を行う

5月 ロシア メドベージェフ大統領、プーチン首相の2
頭体制スタート

10月 日本における国際会議としては、新ハザードベー
ス安全規格についてのHBSDT会議（TC108）を
松江で、SC17/WG8会合を東京で開催

7月 北海道洞爺湖サミット、温暖化ガス排出長期目標
「 2005年半減」達成を採択することを求める首脳
宣言を採択

9月 米証券会社リーマンブラザース破綻、負債額は
6130億ドルで米史上最大　福田首相退陣公認に
麻生太郎首相就任

11月 バラク・オバマ氏、アメリカ大統領選で当選、初
のアフリカ系大統領となる

2009年 4月 リーマンショックによる経済環境の悪化等を考慮
し、会費の減額措置を行った

1月 オバマ新政権スタート

5月 公益法人改革にあたっての諸課題について取りま
とめを行った

3月 ICチップが内蔵されたICカード免許証

6月 50周年記念事業WGを設置し、50周年記念事業の
準備を進める（2010年5月の総会において50周年
記念式典を実施）

4月 株券電子化完了

7月 第3回電子ペーパーアイデアコンテスト及び第1回
論文コンテストを実施

5月 世界最初の温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」
など人工衛星計8基搭載したH-IIAロケット15号
機、種子島宇宙センターから打ち上げ成功

6月 ETC装備車への土日祝日の地方高速道上限1000
円スタート　WBCで日本チーム2連覇達成

7月 "北朝鮮 6ヵ国協議離脱
8月 クライスラー、GM相次ぎ破綻
9月 今上天皇・皇后夫妻が金婚式を迎え、宮中で祝賀

行事等挙行
10月 大手町合同庁舎1、2号館跡地に、日本経団連会

館が移転
11月 一般財源化による道路特定財源制度の廃止が決定
12月 国際通貨基金（IMF）、実質経済成長率（実質

GDP）を日本はマイナス6.2%とする今年の経済
見通しを発表
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英文略記の正式表記

略　　　記 正　　式　　表　　記　（一部短縮表記も含む）

３ Ｒ R e d u c e（ リ デ ュ ー ス：廃 棄 物 の 発 生 抑 制 ）、R e u s e（ リ ユ
ー ス：再 使 用 ）、R e c y c l e（ リ サ イ ク ル：再 資 源 化 ）

A / D A n t i / D u m p i n g：ア ン チ・ダ ン ピ ン グ
A B S A c r y l o n i t r i l e  B u t a d i e n e  S t y r e n e  c o p o l y m e r 　

ア ク リ ロ ニ ト リ ル・ブ タ ジ ェ ン・ス チ レ ン 樹 脂
A J S A A l l  J a p a n  S t a t i o n e r y  A s s o c i a t i o n：社 団 法 人 全 日

本 文 具 協 会
B I T K O M ド イ ツ 情 報 技 術・通 信・ニ ュ ー メ デ ィ ア 産 業 連 合 会：
B M L i n k S B u s i n e s s  M a c h i n e  L i n k a g e  S e r v i c e
B T A B u s i n e s s  T e c h n o l o g y  A s s o c i a t i o n：旧 N O M D A

（ 米 ）
C B E M A C o m p u t e r  a n d  B u s i n e s s  E q u i p m e n t  

M a n u f a c t u r e r s  A s s o c i a t i o n  米 国 計 算 機 事 務 機 械 製
造 工 業 協 会

C C I D  C o n s u l t i n g 中 国 電 子 情 報 産 業 発 展 研 究 院  C h i n a  C e n t e r  f o r  
I n f o r m a t i o n  I n d u s t r y  D e v e l o p m e n t

C C O E A C h i n a  C u l t u r e  &  O f f i c e  E q u i p m e n t  
P r o f e s s i o n a l  A s s o c i a t i o n   中 国 文 化 弁 行 設 備 製 造 行
業 協 会

C E C u s t o m e r  E n g i n e e r：サ ー ビ ス 技 術 担 当 者
C E C C C h i n a  E l e c t r o n i c  C h a m b e r  o f  C o m m e r c e   中 国

電 子 商 会
C I A J C o m m u n i c a t i o n s  a n d  I n f o r m a t i o n  n e t w o r k  

A s s o c i a t i o n  o f  J a p a n： 一 般 社 団 法 人 情 報 通 信 ネ ッ ト
ワ ー ク 産 業 協 会

C I S P R I n t e r n a t i o n a l  s p e c i a l  c o m m i t t e e  o n  r a d i o  
i n t e r f e r e n c e：国 際 無 線 障 害 特 別 委 員 会

C O O A 中 国 現 代 弁 公 設 備 協 会
C O P C o n f e r e n c e  o f  t h e  P a r t i e s：国 連 機 構 変 動 枠 組 条 約

締 約 国 会 議
D C D o c u m e n t  f o r  C o m m e n t s
E C E u r o p i a n  C o m m u n i t y：欧 州 共 同 体 、E u r o p i a n  

C o m m i s s i o n 　 欧 州 委 員 会
E C R E l e c t r o n i c  C a s h  R e g i s t e r：電 子 式 金 銭 登 録 機
E I C T A E u r o p e a n  A s s o c i a t i o n  o f  I C T  M a n u f a c t u r e r s

（ 欧 州 情 報・通 信・民 生 電 子 技 術 産 業 協 会 ）
E M C E l e c t r o m a g n e t i c  C o m p a t i b i l i t y：電 磁 環 境 適 合 性
E N V E N V I R O N M E N T：環 境
E O L E n d  o f  L i f e：製 品 寿 命
E P A E n v i r o n m e n t a l  P r o t e c t i o n  A g e n c y：米 国  環 境 保

護 庁
E T W E l e c t r o n i c  T y p e w r i t e r：電 子 タ イ プ ラ イ タ
E U E u r o p e a n  U n i o n：欧 州 連 合
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略　　　記 正　　式　　表　　記　（一部短縮表記も含む）

Ｅ ｕ Ｐ D i r e c t i v e  o n  E c o - D e s i g n  o f  E n e r g y - u s i n g  
P r o d u c t s：エ ネ ル ギ ー 使 用 製 品 に 対 し て 環 境 配 慮 設 計

（ エ コ デ ザ イ ン ）を 義 務 づ け る E U 指 令
E U R O B I T E u r o p e a n  A s s o c i a t i o n  o f  B u s i n e s s  M a c h i n e s  

M a n u f a c t u r e r s  a n d  I n f o r m a t i o n  T e c h n o l o g y  
I n d u s t r y：欧 州 事 務 機・情 報 機 器 工 業 会 連 合 会 　

F A R F u l l y  a n e c h o i c  R o o m s  6 面 電 波 暗 室
G A T T G e n e r a l  A g r e e m e n t  o n  T a r r i f s  a n d  T r a d e：関 税

お よ び 貿 易 に 関 す る 一 般 協 定
H B S H a z a r d  B a s e d  S t a n d a r d：ハ ザ ー ド 別 安 全 基 準
H C F C H y d r o c h l o r o f l u o r o c a r b o n：ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ

ン  
H I P S H i g h  i m p a c t  p o l y s t y r e n e 　 ハ イ イ ン パ ク ト ポ リ ス チ

レ ン 、耐 衝 撃 性 ポ リ ス チ レ ン
H S H a r m o n i z e d  S y s t e m：関 税
I C A O I n t e r n a t i o n a l  C i v i l  A v i a t i o n  O r g a n i z a t i o n：国 際

民 間 航 空 機 関
I C C I n t e r n a t i o n a l  C h a m b e r  o f  C o m m e r c e：国 際 商 業 会

議 所 、I n t e r n a t i o n a l  C o l o r  C o n s o r t i u m：イ ン タ ー ナ
シ ョ ナ ル・カ ラ ー・コ ン ソ ー シ ア ム

I C T I n f o r m a t i o n  a n d  C o m m u n i c a t i o n  T e c h n o l o g y：
情 報 通 信 技 術

I E C I n t e r n a t i o n a l  E l e c t r o t e c h n i c a l  C o m m i s s i o n：国
際 電 気 標 準 会 議

I I P P F 国 際 知 的 財 産 フ ォ ー ラ ム   I n t e r n a t i o n a l  
I n t e l l e c t u a l  P r o p e r t y  P r o t e c t i o n  F o r u m

I I P P F I n t e r n a t i o n a l  I n t e l l e c t u a l  P r o p e r t y  
P r o t e c t i o n  F o r u m  国 際 知 的 財 産 フ ォ ー ラ ム

I S D N I n t e g r a t e d  S e r v i c e s  D i g i t a l  N e t w o r k：総 合 サ ー
ビ ス・デ ジ タ ル 通 信 網

I S O I n t e r n a t i o n a l  O r g a n i z a t i o n  f o r  
S t a n d a r d i z a t i o n：国 際 標 準 化 機 構

I T A I n f o r m a t i o n  T e c h n o l o g y  A g r e e m e n t：情 報 技 術 協
定

I T I 米 国 情 報 技 術 産 業 協 議 会
J B M A J a p a n  B u s i n e s s  M a c h i n e  M a k e r s  A s s o c i a t i o n：

社 団 法 人 日 本 事 務 機 械 工 業 会
J B M I A J a p a n  B u s i n e s s  M a c h i n e  a n d  I n f o r m a t i o n  

S y s t e m  I n d u s t r i e s  a s s o c i a t i o n 　 　 社 団 法 人 ビ ジ ネ
ス 機 械・情 報 シ ス テ ム 産 業 協 会

J B M S J a p a n  B u s i n e s s  M a c h i n e  M a k e r s  S t a n d a r d：日 本
事 務 機 械 工 業 会 規 格

J E I T A J a p a n  E l e c t r o n i c s  a n d  I n f o r m a t i o n  
T e c h n o l o g y  I n d u s t r i e s  A s s o c i a t i o n：社 団 法 人 電
子 情 報 技 術 産 業 協 会

J E T R O J a p a n  E x t e r n a l  T r a d e  O r g a n i z a t i o n：日 本 貿 易 振
興 機 構

J I S J a p a n e s e  I n d u s t r i a l  S t a n d a r d：日 本 工 業 規 格

資料編
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略　　　記 正　　式　　表　　記　（一部短縮表記も含む）

J r - L i n k s 和 名 な し
L A N L o c a l  A r e a  N e t w o r k：構 内 ネ ッ ト ワ ー ク
M B T M o b i l e  B u s i n e s s  T o o l：携 帯 事 務 情 報 機 器
M F P M u l t i - F u n c t i o n  P r o d u c t：複 合 機
N O M D A（ 日 本 ） N i p p o n  O f f i c e  M a c h i n e  D e a l e r s  A s s o s i a t i o n：日

本 事 務 機 器 流 通 団 体 連 合 会
N O M D A（ 米 ） N a t i o n a l  O f f i c e  M a c h i n e  D e a l e r s  A s s o c i a t i o ｎ
O A O f f i c e  A u t o m a t i o n：オ フ ィ ス オ ー ト メ ー シ ョ ン
O A T S O p e n  A r e a  T e s t  S i t e  オ ー プ ン テ ス ト サ イ ト
P C / A B S ( 樹 脂 ）P o l y c a r b o n a t e  P C だ け で P o l y c a r b o n a t e 　

P C / A B S は 、両 者 の ポ リ マ ー ア ロ イ
P C / P S ポ リ カ ー ボ ネ ー ト と ポ リ ス チ レ ン の ポ リ マ ー ア ロ イ 　 ( 樹

脂 ）P o l y c a r b o n a t e / P o l y s t y r e n e  A l l o y
P D A P e r s o n a l  D i g i t a l  A s s i s t a n t：携 帯 情 報 端 末
P F C パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン 　 P e r f l u o r o c a r b o n
P J  L i n k 和 名 な し
P O S P o i n t  o f  S a l e s：販 売 時 点 情 報 管 理 装 置
P P C P l a i n  P a p e r  C o p i e r  普 通 紙 複 写 機
P P E ポ リ フ ェ ニ レ ン エ ー テ ル（ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 樹 脂 の 一 種 ）

（ 樹 脂 ）P o l y p h e n y l e n e e t h e r
R E A C H R e g i s t r a t i o n ,  E v a l u a t i o n ,  A u t h o r i s a t i o n  a n d  

R e s t r i c t i o n  o f  C h e m i c a l s：化 学 物 質 管 理 規 制
R o H S R e s t r i c t i o n  o f  H a z a r d o u s  S u b s t a n c e s：特 定 有 害

物 質 使 用 禁 止
S A C S e m i  a n e c h o i c  c h a m b e r  5 面 電 波 暗 室

S C S u b  C o m m i t t e e：小 委 員 会 、分 科 委 員 会
S I e r シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー タ ー
S V H C 高 懸 念 物 質：S u b s t a n c e s  o f  V e r y  H i g h  C o n c e r n
T C T e c h n i c a l  C o m m i t t e e：技 術 委 員 会
T C O t o t a l  c o s t  o f  o w n e r s h i p：総 保 有 コ ス ト
T E C T y p i c a l  E l e c t r i c i t y  C o n s u m p t i o n：1 週 間 の 標 準 的

な 消 費 電 力 量
Ｔ Ｆ t a s k  f o r c e：専 門 委 員 会
U B A ド イ ツ 連 邦 環 境 庁：G e r m a n  E n v i r o n m e n t  A g e n c y  

U B A  
U C U b i q u i t o u s  w o r k w a r e  a n d  C o l l a b o r a t i o n
U I U s e r  I n t e r f a c e：ユ ー ザ ー イ ン タ ー フ ェ イ ス
V D M A V e r b a n d  D e u t s c h e r  M a s c h i n e n  u n d  

A n l a g e n b a u 　 ド イ ツ 機 械 設 備 製 造 連 合 会
W C O W o r l d  C u s t o m s  O r g a n i z a t i o n：世 界 税 関 機 構
W E E E W a s t e  E l e c t r i c a l  a n d  E l e c t r o n i c  E q u i p m e n t：廃

電 気 、電 子 製 品
W G W o r k i n g   G r o u p：作 業 グ ル ー プ
W T O W o r l d  T r a d e  O r g a n i z a t i o n：世 界 貿 易 機 関
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創立50周年記念事業について

経　緯
　社団法人 ビジネス機械・情報システム産業協会（旧日本事務機械工業会）は、昭和35（1960）年
２月17日に設立された。したがって、平成22（2010）年２月に満50年に達することになるが、これを
記念して、同年５月下旬に開催される通常総会と併せて、記念事業を実施することが平成21年7月の
理事会で決定された。
　この決定を受けて、「50周年記念事業準備委員会」が設置され、事業の企画、推進にあたった。

＜50周年記念事業準備委員会名簿＞（敬称略・あいうえお順）
委員長　安達　俊雄（シャープ株式会社 代表取締役副社長）
記念式典・行事WG
主　査　西堀　　仁（シャープ）
　　　　河田　　俊（コニカミノルタビジネス
　　　　　　　　　　テクノロジーズ）
　　　　木戸　栄一（シャープ）
　　　　塩野　房弘（シャープ）
　　　　菅原　　格（リコー）
　　　　千葉　徳聰（キヤノン）
　　　　当村　英治（東芝テック）
　　　　松浦　啓二（京セラミタ）

記念誌編纂WG
主　査　松本　龍二（富士ゼロックス）
　　　　加藤　泰男（ブラザー工業）
　　　　小西　彰洋（パナソニックシステム
　　　　　　　　　　ネットワークス）
　　　　小松　順子（シャープ）
　　　　新川　　剛（セイコーエプソン）
　　　　高畑　郁世（ブラザー工業）
　　　　竹内　　真（カシオ計算機）
　　　　竹田　一成（理想科学工業）

懸賞論文審査員
　　　　坪田　知己（日経メディアラボ所長兼日経デジタルコア事務局代表幹事
　　　　　　　　　　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特別研究教授）
　　　　仲　　隆介（京都工芸繊維大学デザイン経営工学科助教授）
　　　　古矢　眞義（古矢リサーチグループ代表取締役）
　　　　安達　俊雄（50周年記念事業準備委員会委員長）
　　　　中西　英夫（JBMIA専務理事）
事務局　林　　清輝
　　　　岡田　守弘
　　　　植木　良晴
　　　　冠野　博信

表彰状・感謝状受賞者名簿
―１．経済産業大臣表彰（１名）―
　○安井　義博　　　　ブラザー工業株式会社

―２．経済産業省商務情報政策局長表彰（３名）―
　○西口　泰夫　　　　京セラ株式会社
　○町田　勝彦　　　　シャープ株式会社
　○太田　義勝　　　　コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社
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―３．会長感謝（４名）―
　○御手洗冨士夫　　　キヤノン株式会社
　○樫尾　幸雄　　　　カシオ計算機株式会社
　○桜井　正光　　　　株式会社リコー
　○前田　義廣　　　　東芝テック株式会社

―４．多年役員表彰（11名）―
　○森　　健一　　　東芝テック株式会社
　○有馬　利男　　　富士ゼロックス株式会社
　○水島　宜典　　　アマノ株式会社
　○坂本　時雄　　　株式会社デュプロ
　○水谷　幹男　　　パナソニック株式会社
　○野見山誠一　　　理想科学工業株式会社
　○羽山　　明　　　理想科学工業株式会社
　○岩井　　篤　　　社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会
　○林　　清輝　　　社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会
　○横溝　利夫　　　財団法人日本品質保証機構
　○堀江　義光　　　東和メックス株式会社

―５．功労委員長表彰（７名）―
　○児玉　　篤　　　コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社
　○長野　二朗　　　キヤノン株式会社
　○小原　常男　　　富士ゼロックス株式会社
　○光主　清範　　　株式会社東芝
　○大久保彰徳　　　株式会社リコー
　○坂弥　雄二　　　富士ゼロックス株式会社
　○奥田　憲昭　　　リコーテクノサービス株式会社

―６．功労部会長表彰（11名）―
　○伊藤　博樹　　　キヤノン株式会社
　○斉藤　　穣　　　株式会社リコー
　○丹路　雅一　　　株式会社リコー
　○高木　清英　　　ＮＥＣディスプレイソリューションズ株式会社
　○岩本　秀明　　　株式会社明光商会
　○伊藤　泰樹　　　株式会社日立コンサルティング
　○白石　　弘　　　アマノ株式会社
　○進　　敬造　　　パナソニックコミュニケーションズ株式会社
　○熨斗　秀昭　　　富士通株式会社
　○羽鳥　光俊　　　東京大学・国立情報学研研究所
　○安達　光西　　　理想科学工業株式会社
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―７．功労事務局員表彰（８名）―
　○平山　和博
　○真野　弘司
　○櫻井　　穆
　○児玉　充郎
　○水野　克己
　○冠野　博信
　○川島　綾子
　○嶋田　澄江

                                                   以上37名　
　備考：以上は表彰基準該当時の所属




